
単位：千円

事 業 名 補正予算額 説 明
(補正前の額)

【商工政策課】

中小企業金融対策費 △4,081,734 １ 中小企業振興資金融資基金預託金 △ 3,945,300

(19,298,308)

中小企業の経営基盤の強化とその振興発展を目的とする制度

融資の円滑な運営を図るため、各金融機関に貸付資金の原資の

使 △ 2,250 一部を預託する。

19,011,000 → 15,065,700

繰 △ 1,262

預託金の確定により減額する。

諸△ 3,945,300

２ 中小企業振興資金損失補償費 △135,979

○一 △ 132,922

中小企業振興資金のうち県が損失補償をしている資金について、

滋賀県信用保証協会が代位弁済したことにより受けた損失額を補

填する。

254,100 → 118,121

損失補償金の確定により減額する。



単位：千円
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【商業振興課】 １ 小規模事業経営支援事業費補助金 △47,643

商工会・商工会議所 △ 50,658 商工会、商工会議所および商工会連合会が小規模事業者のため

活動強化費 (1,658,583) に行う経営改善普及事業等に要する経費に対し助成する。

繰 △ 2,955 1,598,929 → 1,551,286

○一 △ 47,703 県給与条例改定に準じて補助対象職員の期末手当等を減額する。

【新産業振興課】

工業振興調整事業費 △ 30,401 １ 創造的中小企業創出支援事業費 △30,401

(156,220)

(1) 滋賀の新しい産業づくり促進資金預託金 △47,200

諸 △ 47,200

中小企業等が行う研究開発等に必要な資金を貸し付ける。

○一 16,799

143,600 → 96,400

預託金の確定により減額する。

(2) 創造的中小企業創出支援事業損失補填 16,343

ベンチャー企業等が行う研究開発等を支援するため、(財)滋

賀県産業支援プラザが実施した投資事業により発生した損失を

補填する。

0 → 16,343

損失の確定により増額する。

工業立地指導対策費 △ 106,373 １ 企業誘致推進事業費 △66,117

(1,882,453)

(1) 創造型モノづくり企業立地促進助成金 △12,830

国 △ 40,256

次世代産業を育成し、本県産業の競争力強化を図るため、研

諸 △ 45,983 究開発機能を有する事業所の設置に対し、その設備投資額の一

部を助成する。

○一 △ 20,134

755,568 → 742,738

助成額の確定により減額する。
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(2) 経済振興特区企業立地促進助成金 △6,754

びわ湖南部、長浜バイオ特区地域内への立地について投資額

の一部を助成して、地域内に戦略分野の集積を図る。

92,815 → 86,061

助成額の確定により減額する。

(3) 産業立地促進資金融資預託金 △45,983

県内における新規設備投資に要する資金の融資原資を預託す

る。

79,536 → 33,553

預託金の確定により減額する。

工業技術振興対策費 △ 8,302 １ 地域ＣＯＥプロジェクト支援事業 △1,256

(55,049)

環境分野において競争力を有する新事業を創出するため、地域

財 △ 963 結集型共同研究事業の研究成果や研究者と企業間のネットワーク

を活用して地域ＣＯＥを整備する。

繰 △ 5,754

7,966 → 6,710

諸 △ 196

実績により減額する。

○一 △ 1,389

滋賀の新しい産業づ △ 6,675 １ びわ湖環境ビジネスメッセ開催費補助金 △5,600

くり推進事業費 (72,655)

「びわ湖環境ビジネスメッセ2010」の開催経費に対して補助

繰 △ 143 する。

○一 △ 6,532 10,000 → 4,400

出展料等の収入が当初見込みより多く確保できたことにより減

額する。
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工業技術総合センタ △ 23,329 １ 外部競争的資金導入型研究開発事業費 △20,563

ー試験研究指導費 (114,732)

国等の外部資金を活用し、新規産業の創出を目指した産学官連

使 3,697 携の共同研究を実施する。

繰 △ 3,382 35,900 → 15,337

諸 △ 22,837 実績により減額する。

○一 △ 807

東北部工業技術セン △ 3,255 １ 外部競争的資金導入型研究開発事業費 △3,569

ター試験研究指導費 (63,088)

国等の外部資金を活用し、新規産業の創出を目指した産学官連

使 △ 1,816 携の共同研究を実施する。

繰 2,201 23,000 → 19,431

諸 △ 3,640 実績により減額する。
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【労政能力開発課】

１ 勤労者融資貸付事業 △ 49,674

労働福祉融資促進費 △ 49,674

(120,573) 勤労者向けに福祉資金等を貸し付けるため、各市中金融機関に

原資の預託を行う。

諸 △ 49,674 (１) 勤労者福祉資金 △ 47,556

69,694 → 22,138

預託金の確定により減額する。

雇用安定対策費 △ 6,739 １ 滋賀の「三方よし」人づくり事業 △ 5,017

(197,790)

企業の人材ニーズを踏まえた人材育成プログラムにより、若年

求職者を本県産業の将来を担う中核人材に育成し、県内中小企業

繰 △ 5,547 等での雇用につなげるための仕組みを構築する。

158,120 → 153,103

○一 △ 1,192

実績により減額する。

ふるさと雇用再生特 △ 89,969 １ ふるさと雇用再生特別推進事業 △ 70,000

別事業費 (994,587)

地域の実情や創意工夫に基づき、地域求職者等を雇い入れて継

続的な雇用機会の創出を図るために市町が実施する事業に対して

財 △ 8,097 補助する。

繰 △ 81,872 940,000 → 870,000

実績により減額する。

２ 新規雇用一時金支給事業 △ 11,700

ふるさと雇用再生特別推進事業で新規に雇い入れた労働者を正

規労働者として雇い入れた事業主に対して、一時金を支給する。

30,000 → 18,300

実績により減額する。
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緊急雇用創出事業費 △ 362,598 １ 緊急雇用創出特別推進事業 △ 356,000

(4,327,510)

離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等に対して、

次の雇用までの短期の雇用・就業機会を創出するための事業を実

国 11,013 施する。

財 △ 15,712 (１) 市町の実施事業に対する補助 △ 256,000

繰 △ 357,899 2,070,000 → 1,814,000

実績により減額する。

(２) 県実施事業 △ 100,000

100,000 → 0

各事業所管課において予算計上する。

２ 緊急雇用創出事業臨時特例基金積立金 △ 4,699

緊急雇用創出事業を実施するために基金を積み立てる。

(１) 緊急雇用創出事業臨時特例交付金 11,013

2,070,000 → 2,081,013

「パーソナルサポートモデル事業」を実施するために、国の

交付金により基金を増額する。

(２) 緊急雇用創出事業臨時特例基金預金利息 △ 15,712

49,304 → 33,592

実績により減額する。
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公共職業能力開発事 △102,220 １ 離転職者等職業能力開発事業 △ 79,503

業費 (484,951) 離職者の安定雇用につなげるために民間教育訓練機関等を活用

した多様な職業訓練を実施する。

国 △ 94,242 328,628 → 249,125

受講者数の確定および就職実績により減額する。

使 △ 1,104

２ 障害者委託訓練事業 △ 12,128

繰 8,360 障害者の就労促進に向けて、障害の態様や企業ニーズに対応し

た職業訓練を企業、社会福祉法人等への委託により実施する。

諸 △ 1,116 26,397 → 14,269

受講者数の確定により減額する。

○一 △ 14,118

３ 女性の再チャレンジ支援能力開発事業 △ 5,934

母子家庭の母や、育児等により退職し、再就職を希望する女性

を対象に、民間教育訓練機関等を活用して再就職につながるため

の職業訓練を実施する。

28,301 → 22,367

受講者数の確定により減額する。

４ 職業能力開発事務運営費 8,457

(１) 職業能力開発実態調査委託料 8,862

県内事業所の職業能力開発等の実態、求職者等の職業意識、

各々のニーズ等を把握するための調査を実施する。

0 → 8,862

緊急雇用創出事業費で実施した事業の経費。

職業能力開発振興費 △ 10,807 １ 事業内職業訓練費 △ 5,548

(83,112) 認定職業訓練助成事業費補助金

認定職業訓練校の運営費に対し補助する。

国 △ 5,153 28,839 → 23,291

各訓練校の実績により減額する。

使 20

２ 職業能力開発振興事業費 △ 4,852

諸 △ 157

(１) 職業能力開発協会費補助金 △ 4,684

○一 △ 5,517 職業能力開発協会が行う技能検定の実施・普及および民間職

業訓練の振興等に対し補助する。

51,440 → 46,756

国の補助基準額の改定により減額する。
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【観光交流局】

国際協力推進費 △ 1,665 １ 海外技術協力推進事業 △1,665

(8,947） 姉妹州省である中国湖南省やブラジル等から技術研修員５名（中

南米２名、湖南省３名）を受け入れ、相手国の産業発展に寄与す

○一 △ 1,665 るとともに、産業交流促進の担い手となる人材を育成する。

8,947 → 7,282

実績により減額する。

観光行政費 22,828 １ 大河ドラマ「江」関連誘客促進事業 19,149

(202,980) 2011年大河ドラマが、滋賀県ゆかりの浅井三姉妹の「江」を主

人公に放送されている機会を捉え、本県の認知度向上と観光客の

繰 25,074 誘客促進を図る。

0 → 19,149

緊急雇用創出事業費で実施した事業の経費。

○一 △ 2,246

２ 観光統計調査事業 △ 6,588

県内の観光地等を訪れる観光客から、観光目的や動向、満足度

などを調査し、今後の観光施策の効果的な推進を図るための基礎

資料とする。

20,700 → 14,112

実績により減額する。

３ 戦国をテーマとする駅から歩こう観光素材開発・発信事業

4,999

戦国をテーマにした観光素材の集約や観光ルートを開発し、情

報発信することで、本県への誘客促進を図る。

0 → 4,999

緊急雇用創出事業費で実施した事業の経費。

４ 近江の魅力発信事業

本県の風景・風土等の魅力を発信するコンテンツをホームペー

ジ上に充実していくなど、魅力ある観光情報を発信していくこと

で、ホームページへのアクセス数を増やし、本県への誘客拡大に

繋げる。

0 → 4,727

緊急雇用創出事業費で実施した事業の経費。


